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えせ同和行為の実態

子 ^

要求の実態を知ることが、えせ同和行為への対策の参考となゆます。

法務省が、平成26年1月に全国9,000事業所を対象に行った第10回目のアンケート調
査結果を紹介します。(回答率48.少幼

0被害の状況

「違法・不当な要求を受けたことがある」と回答した事業所は、全体の4.6%。

地域別 6去務局の管轄区域)の被害率では、名古屋ブロックが5.5%と前回

(20.2%)よゆ大幅に減少し、 4位となっている。(1位は広島、福岡の7.0%)
(被害率) (業種別被害率)
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平成]3丘調責

平成]6年調査

平成2]年調責

平成25年調責

@対応の状況

要求を拒否した事業所は78.9%、要求に「全部または一音剛応じた事業所は
14.29、。。

従業員規模別の応諾率では、 50人未満が7.9%と前回(15.6%)よゆ大幅に減少し

た。円0~300人未満の事業所の応諾率が17.2%と1位になっている。
(応諾率) (業種別応諾率)
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@要求の種類

25%

」 ,

①建設業

②小売葉

③卸先業

④製造業

0%

①樵関紙図書等物品購入の強要 74.0

②寄附金賛助金の強要]23

②請濱会研修会への参加強要]23

④下請への参加強要]03
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@要求の手口

(複数回答)

] 0%
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①同和問題の知識の不足

②単なる言し功め町、無理熟題

①一方的に差別であると夬めっυる

①篭送畑戲編側副刷するクレーム

(複数回答) 0%
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@要求期間

期問であることがうかがえる。一方、1

か月以上の長期にわたゆ要求を受けてい

る割合は前回(11.1ツ0)より9.8%と減

少している。
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①銀行業

②卸売業

③照業協同組合

①製造業

要求を受けた期問は、 1日限ゆが44.1%と最も割合が高く、要求の期間は比較的短

] 0%
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50%

0要求の口実

] 5%

1009b

20%

①執よう{こ琵話をかけてくる

②郭閏跳知っているか婚ってお汀

③大声で威嚇する

④責任者絵わせろと言っておとす

(複数回筈)
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①]日限り

②2日~]週問未満

③1週問~]か月未滿

④1か月~6か月未満
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